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論文内容の要旨

本論文は、刑法上、規範的責任論を徹底した場合、故意の構造が段階的に明らかになる過程の提示を試みるo

まず、違法性の意識が、故意論の中でとのような位置つ'けを与えられるべきかを論じる。従来の学説が、単に抽象

的な非難可能性を論じてきたわけではなく、行為者に反対動機ないしその形成可能性を用いてきたことに着目し、こ

れらと非難可能性の関係を検討することで、当該行為以前に行為者に規範が与えられていることが不可欠であること

を論証する o

次に、実際に違法性の意識が問題になる場合として違法性の錯誤を検討するo まず、典型的な事案である「百円札

模造事件」判決を手がかりとして、違法性の意識の内容となりうる意識が、従来の学説で説明されてきたように、画

一的に捉えられないことを明らかにするo さらに、自然犯法定犯区別説を手がかりとして、両者を区別する際に根底

となった前法規的規範の有無に着目し、行為者に対する非難可能性の有無を検討する o

さらに、犯罪事実の認識について、規範的責任論の中で・の位置っ・けを検討する。その際、実質的観点から事実認識

の内容を構成する見解が、近時有力に主張されるが、行為者が最初に得る認識内容は裸の事実についてである o そこ

で、裸の事実認識と意味の認識について検討を加え、意味の認識論は行為者の裸の事実認識に対する事後的「評価J

にほかならないことを明らかにし、その上で、事実認識の体系的位置づけを検討する o

最後に、道路交通法上の標識による規制を素材に故意概念を考察し、従来の学説の妥当性を検証しつつ自説の展開

を試みる o まず、道交法上の規制態様に着目し、法律ないし標識についての知識が違法性の意識の前提であると同時

に事実認識の前提である点に注目する o さらに、各犯罪類型にあって事実認識が規範知識を前提とするか否かで区分

し、かかる区別と、違法性の意識の重層的な構造を前提とする自説との関係を検討し、規範知識の不存在が事実認識

を否定する場合がありうることを論証する o

論文審査の結果の要旨

本論文は、故意における事実認識と違法性の意識をめぐる議論の中で、従来、両者の意義と認識内容が十分に分析

されなかった状況を踏まえて、その違いを明確にする媒介項として「規範知識」という概念を設ける一方、こうした

円
。



考え方を、行政刑罰法規における違法性の意識の問題に当てはめることで、いわゆる厳格故意説(違法性の意識必要

説)の見地から、解釈論上も妥当な帰結を導こうとするものである。

なるほど、本論文における考察の視座は、もっぱら理論的な見地にもとづくものであるが、同時に、いわゆる法定

犯における故意犯と過失犯の限界に関して判断の枠組みと実践的な基準を呈示している o すなわち、故意犯では、犯

行を開始する以前に法的禁止の前提となる一般知識が求められ、それが違法性の意識を導くための「裸の行為事実」

に先行するとして、むしろ、通常の事実認識とは区別すべき場合があるというのであるo こうした位置づけにより、

厳格故意説が法定犯で直面する不都合な帰結を回避するとともに、両者の違いを明確にしないまま、一括して故意責

任の所在を問題にする制限故意説に対して、違法性の意識の評価に過剰な内容を与えるという批判を展開する。

もちろん、本論文で批判の対象となった実質的故意論や制限故意説は、いわゆる規範的責任論からただちに演縛さ

れたわけではない。また、近時の故意論は、過失概念の変遷や原因において自由な行為の法理など、旧来の責任理論

が次第に変容してきた流れに対応するものであった。その意味で、これまでの議論の経緯に鑑みるとき、本論文の示

した分析の手法がどこまで既存の学説に影響を与えるかは未知数であり、今後は、刑事責任論の本質にまで掘り下げ

た研究が望ましいであろう。しかし、本論文が、過去の学説で不分明であった「犯罪事実の表象・認識」全体を、

「規範知識」、「事実の認識」および「規範的事実の認識」に分けて分析・整理した点では、故意概念を検討・吟味す

る際の一つの視点を提供するのみならず、前述した刑事責任の本質論については、すでに本論文中でも、今後取り組

むべき課題である旨明示されており、こうした将来の展望を含めた本論文の内容は、博士号を授与するに足りる十分

な業績であると判断した。
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